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平成22年 3月 31日

関  係  条  文

○児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の一部を改正する法律

(平成 19年法律第 73号 )

附則

(施行期 日)

第一条  この法律は、平成二十年四月一日か ら施行する。
(検討 )

第二条 政府は、この法律の施行後三年以内に、児童虐待の防止等を図 り、児
童の権利利益を擁護する観点か ら親権に係る制度の見直 しについて検討を行

い、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

2 (略 )

○ 民法 (明治 29年法律第 89号 )
第四章 親権

第一節 総則
(親権者 )

第八百十八条 成年に達 しない子は、父母の親権に服する。
2 子が養子であるときは、養親の親権に服する。
3 親権は、父母の婚姻中は、父母が共同 して行 う。ただ し、父母の一方が親
権を行 うことができないときは、他の一方が行 う。

(監護及び教育の権利義務 )

第八百二十条 親権を行 う者は、子の監護及び教育をする権利を有 し、義務を
負う。

(居所の指定 )

第八百二十一条 子は、親権を行 う者が指定 した場所に、その居所を定めなけ
ればならない。

(懲戒 )

第八百二十二条 親権を行 う者は、必要な範囲内で自らその子を懲戒 し、又は
家庭裁判所の許可を得て、これを懲戒場に入れることができる。



2 子を懲戒場に入れる期間は、六箇月以下の範囲内で、家庭裁判所が定める。

ただし、この期間は、親権を行う者の請求によつて、いつでも短縮すること

ができる。

(職業の許可 )

第八百二十三条 子は、親権を行う者の許可を得なければ、職業を営むことが

できない。

2 親権を行う者は、第六条第二項の場合には、前項の許可を取 り消 し、又は

これを制限することができる。

(財産の管理及び代表 )

第八百二十四条 親権を行う者は、子の財産を管理 し、かつ、その財産に関す

る法律行為についてその子を代表する。ただし、その子の行為を目的とする

債務を生ずべき場合には、本人の同意を得なければならない。

(子に代わる親権の行使 )

第八百三十三条 親権を行う者は、その親権に服する子に代わつて親権を行う。

第二節 親権の喪失

(親権の喪失の宣告 )

第八百三十四条 父又は母が、親権を濫用 し、又は著 しく不行跡であるときは、

家庭裁判所は、子の親族又は検察官の請求によつて、その親権の喪失を宣告

することができる。

第八百三十八条 後見は、次に掲げる場合に開始する。

一 未成年者に対 して親権を行う者がないとき、又は親権を行う者が管理権

を有しないとき。

三 後見開始の審判があつたとき。

第二節 後見の機関

第一款 後見人

(未成年後見人の指定 )

第八百三十九条 未成年者に対 して最後に親権を行う者は、遺言で、未成年後

見人を指定することができる。ただし、管理権を有 しない者は、この限りで

ない。

2 親権を行う父母の一方が管理権を有しないときは、他の一方は、前項の規

定により未成年後見人の指定をすることができる。

(未成年後見人の選任 )

第八百四十条 前条の規定により未成年後見人となるべき者がないときは、家
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庭裁判所は、未成年被後見人又はその親族その他の利害関係人の請求によっ

て、未成年後見人を選任する。未成年後見人が欠けたときも、同様 とする。

(父母による未成年後見人の選任の請求 )

第八百四十一条 父又は母が親権若 しくは管理権 を辞 し、又は親権を失ったこ
とによって未成年後見人を選任する必要が生 じたときは、その父又は母は、

遅滞な く未成年後見人の選任を家庭裁判所に請求 しなければならない。

(未成年後見人の数 )

第八百四十二条 未成年後見人は、一人でなければならない。

○ 児童福祉法 (昭和 22年法律第 164号 )
第二十七条 都道府県は、前条第一項第―号の規定による報告又は少年法第十
八条第二項の規定による送致のあつた児童につき、次の各号のいずれかの措

置を採らなければならない。

一 児童又はその保護者に訓戒を加え、又は誓約書を提出させること。
二 児童又はその保護者を児童福祉司、知的障害者福祉司、社会福祉主事、
児童委員若 しくは当該都道府県の設置する児童家庭支援センター若 しくは

当該都道府県が行う相談支援事業に係る職員に指導させ、又は当該都道府

県以外の者の設置する児童家庭支援センター、当該都道府県以外の相談支

援事業を行 う者若 しくは前条第一項第二号に規定する厚生労働省令で定め

る者に指導を委託すること。

三 児童を小規模住居型児童養育事業を行う者若 しくは里親に委言モし、又は
乳児院、児童養護施設、知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろうあ

児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設、情緒障害児短期治療施

設若 しくは児童自立支援施設に入所させること。

四 家庭裁判所の審判に付することが適当であると認める児童は、これを家
庭裁判所に送致すること。

2 都道府県は、第四十三条の三又は第四十三条の四に規定する児童について
は、前項第三号の措置に代えて、指定医療機関に対 し、これらの児童を入院

させて肢体不自由児施設又は重症心身障害児施設におけると同様な治療等を

行うことを委言モすることができる。

3 都道府県知事は、少年法第十八条第二項 の規定による送致のあつた児童
につき、第一項の措置を採るにあたつては、家庭裁判所の決定による指示に



従わなければならない。

4 第一項第三号又は第二項の措置は、児童に親権を行う者 (第四十七条第一

項の規定により親権を行う児童福祉施設の長を除く。以下同じ。)又は未成年

後見人があるときは、前項の場合を除いては、その親権を行う者又は未成年

後見人の意に反して、これを採ることができない。

5 都道府県知事は、第一項第二号若 しくは第三号若 しくは第二項の措置を解

除し、停止 し、又は他の措置に変更する場合には、児童相談所長の意見を聴

かなければならない。

6 都道府県知事は、政令の定めるところにより、第一項第一号から第二号ま

での措置 (第三項の規定により採るもの及び第二十八条第一項第一号又は第

二号ただし書の規定により採るものを除く。)若 しくは第二項の措置を採る場

合又は第一項第二号若しくは第二号若 しくは第二項の措置を解除し、停止し、

若 しくは他の措置に変更する場合には、都道府県児童福祉審議会の意見を聴

かなければならない。

第二十八条 保護者が、その児童を虐待 し、著 しくその監護を怠り、その他保

護者に監護させることが著 しく当該児童の福祉を害する場合において、第二

十七条第一項第二号の措置を採ることが児童の親権を行う者又は未成年後見

人の意に反するときは、都道府県は、次の各号の措置を採ることができる。

一 保護者が親権を行う者又は未成年後見人であるときは、家庭裁判所の承

認を得て、第二十七条第一項第三号の措置を採ること。

二 保護者が親権を行う者又は未成年後見人でないときは、その児童を親権

を行う者又は未成年後見人に引き渡すこと。ただし、その児童を親権を行

う者又は未成年後見人に引き渡すことが児童の福祉のため不適当であると

認めるときは、家庭裁判所の承認を得て、第二十七条第一項第二号の措置

を採ること。

2 前項第一号及び第二号ただし書の規定による措置の期間は、当該措置を開

始 した日から二年を超えてはならない。ただし、当該措置に係る保護者に対

する指導措置 (第二十七条第一項第二号の措置をいう。以下この条において

同じ。)の効果等に照らし、当該措置を継続 しなければ保護者がその児童を虐

待 し、著 しくその監護を怠り、その他著 しく当該児童の福祉を害するおそれ

があると認めるときは、都道府県は、家庭裁判所の承認を得て、当該期間を

更新することができる。

3 第一項及び前項の承認 (以下「措置に関する承認」という。)は、家事審
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判法 の適用に関 しては、これを同法第九条第一項 甲類に掲げる事項とみな

す。

4 都道府県は、第二項の規定による更新に係る承認の申立てをした場合にお
いて、やむを得ない事情があるときは、当該措置の期間が満了した後も、当

該申立てに対する審判が確定するまでの間、引き続き当該措置を採ることが

できる。ただ し、当該申立てを却下する審判があつた場合は、当該審判の結

果を考慮 してもなお当該措置を採る必要があると認めるときに限る。

5 家庭裁判所は、措置に関する承認の申立てがあつた場合は、都道府県に対
し、期限を定めて、当該申立てに係る保護者に対する指導措置に関 し報告及

び意見を求め、又は当該申立てに係る児童及びその保護者に関する必要な資

料の提出を求めることができる。

6 家庭裁判所は、措置に関する承認の審判をする場合において、当該措置の
終了後の家庭その他の環境の調整を行うため当該保護者に対 し指導措置を採

ることが相当であると認めるときは、当該保護者に対 し、指導措置を採るベ

き旨を都道府県に勧告することができる。

第二十三条 児童相談所長は、必要があると認めるときは、第二十六条第一項
の措置をとるに至るまで、児童に一時保護を加え、又は適当な者に委託 して、

一時保護を加えさせることができる。

2 都道府県知事は、必要があると認めるときは、第二十七条第一項又は第二
項の措置をとるに至るまで、児童相談所長をして、児童に一時保護を加えさ

せ、又は適当な者に、一時保護を加えることを委託させることができる。

3 前二項の規定による一時保護の期間は、当該一時保護を開始した日から二
月を超えてはならない。

4 前項の規定にかかわらず、児童相談所長又は都道府県知事は、必要がある
と認めるときは、引き続き第一項又は第二項の規定による一時保護を行うこ

とができる。

第三十三条の八 児童相談所長は、親権を行う者及び未成年後見人のない児童
等について、その福祉のため必要があるときは、家庭裁判所に対 し未成年後

見人の選任を請求 しなければならない。

2 児童相談所長は、前項の規定による未成年後見人の選任の請求に係る児童
等 (児童福祉施設に入所中の児童を除く。)に対 し、親権を行う者又は未成年
後見人があるに至るまでの間、親権を行う。ただし、民法第七百九十七条の

規定による縁組の承諾をするには、厚生労働省令の定めるところにより、都



道府県知事の許可を得なければならない。

第四十七条 児童福祉施設の長は、入所中の児童で親権を行う者又は未成年後

見人のないものに対 し、親権を行う者又は未成年後見人があるに至るまでの

間、親権を行う。ただし、民法第七百九十七条 の規定による縁組の承諾をす

るには、厚生労働省令の定めるところにより、都道府県知事の許可を得なけ

ればならない。

2 児童福祉施設の長、その住居において養育を行う第六条の二第八項に規定

する厚生労働省令で定める者又は里親は、入所中又は受言モ中の児童で親権を

行う者又は未成年後見人のあるものについても、監護、教育及び懲戒に関し、

その児童の福祉のため必要な措置をとることができる。

○ 児童虐待の防止等に関する法律 (平成 12年法律第 82号 )

(児童虐待を行つた保護者に対する指導等 )

第十一条 児童虐待を行つた保護者について児童福祉法第二十七条第一項第二

号の規定により行われる指導は、親子の再統合への配慮その他の児童虐待を

受けた児童が良好な家庭的環境で生活するために必要な配慮の下に適切に行

われなければならない。

2 児童虐待を行つた保護者について児童福祉法第二十七条第一項第二号 の

措置が採られた場合においては、当該保護者は、同号 の指導を受けなければ

ならない。

3 前項の場合において保護者が同項の指導を受けないときは、都道府県知事

は、当該保護者に対 し、同項の指導を受けるよう勧告することができる。

4 都道府県知事は、前項の規定による勧告を受けた保護者が当該勧告に従わ

ない場合において必要があると認めるときは、児童福祉法第二十三条第二項

の規定により児童相談所長をして児童虐待を受けた児童に一時保護を加えさ

せ又は適当な者に一時保護を加えることを委言モさせ、同法第二十七条第一項

第二号又は第二十八条第一項の規定による措置を採る等の必要な措置を講ず

るものとする。

5 児童相談所長は、第三項の規定による勧告を受けた保護者が当該勧告に従

わず、その監護する児童に対 し親権を行わせることが著 しく当該児童の福祉

を害する場合には、必要に応じて、適切に、児童福祉法第三十三条の七 の規

定による請求を行うものとする。
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(面会等の制限等 )

第十二条 児童虐待を受けた児童について児童福祉法第二十七条第一項第二号
の措置 (以下「施設入所等の措置」という。)が採られ、又は同法第三十三
条第一項 若 しくは第二項 の規定による一時保護が行われた場合において、

児童虐待の防止及び児童虐待を受けた児童の保護のため必要があると認める

ときは、児童相談所長及び当該児童について施設入所等の措置が採られてい

る場合における当該施設入所等の措置に係る同号 に規定する施設の長は、厚

生労働省令で定めるところにより、当該児童虐待を行った保護者について、

次に掲げる行為の全部又は一部を制限することができる。

― 当該児童との面会
二 当該児童との通信
2 前項の施設の長は、同項の規定による制限を行った場合又は行わなくなっ
た場合は、その旨を児童相談所長に通知するものとする。

3 児童虐待を受けた児童について施設入所等の措置 (児童福祉法第二十八条
の規定によるものに限る。)が採られ、又は同法第三十三条第一項 若 しくは
第二項 の規定による―時保護が行われた場合において、当該児童虐待を行っ

た保護者に対 し当該児童の住所又は居所を明らかにしたとすれば、当該保護

者が当該児童を連れ戻すおそれがある等再び児童虐待が行われるおそれがあ

り、又は当該児童の保護に支障をきたすと認めるときは、児童相談所長は、

当該保護者に対 し、当該児童の住所又は居所を明らかにしないものとする。

第十二条の二 児童虐待を受けた児童について施設入所等の措置 (児童福祉法
第二十八条 の規定によるものを除 く。以下この項において同じ。)が採られ
た場合において、当該児童虐待を行つた保護者に当該児童を引き渡 した場合

には再び児童虐待が行われるおそれがあると認められるにもかかわらず、当

該保護者が当該児童の引渡 しを求めること、当該保護者が前条第一項の規定

による制限に従わないことその他の事情から当該児童について当該施設入所

等の措置を採ることが当該保護者の意に反 し、これを継続することが困難で

あると認めるときは、児童相談所長は、次項の報告を行うに至るまで、同法

第三十三条第一項 の規定により当該児童に一時保護を行うことができる。

2 児童相談所長は、前項の一時保護を行った場合には、速やかに、児童福祉
法第二十六条第一項第一号 の規定に基づき、同法第二十八条 の規定による

施設入所等の措置を要する旨を都道府県知事に報告 しなければならない。

第十二条の三 児童相談所長は、児童福祉法第三十三条第一項 の規定により
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児童虐待を受けた児童について一時保護を行つている場合 (前条第一項の
一

時保護を行つている場合を除く。)において、当該児童について施設入所等の

措置を要すると認めるときであつて、当該児童虐待を行つた保護者に当該児

童を引き渡 した場合には再び児童虐待が行われるおそれがあると認められる

にもかかわらず、当該保護者が当該児童の引渡 しを求めること、当該保護者

が第十二条第一項の規定による制限に従わないことその他の事情から当該児

童について施設入所等の措置を採ることが当該保護者の意に反すると認める

ときは、速やかに、同法第二十六条第一項第一号 の規定に基づき、同法第二

十八条 の規定による施設入所等の措置を要する旨を都道府県知事に報告 しな

ければならない。

第十二条の四 都道府県知事は、児童虐待を受けた児童について施設入所等の

措置 (児童福祉法第二十八条 の規定によるものに限る。)が採られ、かつ、

第十二条第一項の規定により、当該児童虐待を行つた保護者について、同項

各号に掲げる行為の全部が制限されている場合において、児童虐待の防止及

び児童虐待を受けた児童の保護のため特に必要があると認めるときは、厚生

労働省令で定めるところにより、六月を超えない期間を定めて、当該保護者

に対 し、当該児童の住所若 しくは居所、就学する学校その他の場所において

当該児童の身辺につきまとい、又は当該児童の住所若 しくは居所、就学する

学校その他その通常所在する場所 (通学路その他の当該児童が日常生活又は

社会生活を営むために通常移動する経路を含む。)の付近をはいかいしてはな

らないことを命ずることができる。

2 都道府県知事は、前項に規定する場合において、引き続き児童虐待の防止

及び児童虐待を受けた児童の保護のため特に必要があると認めるときは、六

月を超えない期間を定めて、同項の規定による命令に係る期間を更新する
こ

とができる。

3 都道府県知事は、第一項の規定による命令をしようとするとき (前項の規

定により第一項の規定による命令に係る期間を更新 しようとするときを含

む。)は、行政手続法第十三条第一項 の規定による意見陳述のための手続の

区分にかかわらず、聴聞を行わなければならない。

4 第一項の規定による命令をするとき (第二項の規定により第一項の規定に

よる命令に係る期間を更新するときを含む。)は、厚生労働省令で定める事項

を記載 した命令書を交付 しなければならない。

5 第一項の規定による命令が発せ られた後に児童福祉法第二十八条 の規定
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による施設入所等の措置が解除され、停止 され、若 しくは他の措置に変更さ

れた場合又は第十二条第一項の規定による制限の全部又は一部が行われな く

なった場合は、当該命令は、その効力を失 う。同法第二十八条第四項 の規定

によ り引き続き施設入所等の措置が採 られている場合において、第一項の規

定による命令が発せ られたときであつて、当該命令に係る期間が経過する前

に同条第二項の規定による当該施設入所等の措置の期間の更新に係る承認の

申立てに対する審判が確定 したときも、同様とする。

6 都道府県知事は、第一項の規定による命令をした場合において、その必要
がな くなったと認めるときは、厚生労 1動省令で定めるところにより、その命

令を取 り消 さなければならない。

(施設入所等の措置の解除 )

第十三条 都道府県知事は、児童虐待を受けた児童について施設入所等の措置
が採 られ、及び当該児童の保護者について児童福祉法第二十七条第一項第二

号の措置が採 られた場合において、当該児童について採 られた施設入所等の

措置を解除 しようとするときは、当該児童の保護者について同号 の指導を行

うこととされた児童福祉司等の意見を聴 くとともに、当該児童の保護者に対

し採 られた当該指導の効果、当該児童に対 し再び児童虐待が行われることを

予防するために採 られる措置について見込まれる効果その他厚生労働省令で

定める事項を勘案 しなければならない。

(親権の行使に関する配慮等 )

第十四条 児童の親権を行 う者は、児童の しつけに際 して、その適切な行使に
配慮 しなければならない。

2 児童の親権を行 う者は、児童虐待に係る暴行罪、傷害罪その他の犯罪につ
いて、当該児童の親権を行 う者であることを理由として、その責めを免れる

ことはない。

(親権の喪失の制度の適切な運用 )

第十五条  民法 (明治二十九年法律第八十九号)に規定する親権の喪失の制度
は、児童虐待の防止及び児童虐待を受けた児童の保護の観点か らも、適切に

運用 されなければならない。
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